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地域活性化におけるエージェントの役割

－ B2Bシステムによる関係仲介とヒューマンセキュリティ－

飯盛義徳

【概要】

　本稿は、地域にふさわしい B2Bシステムを目指した佐賀 BMPの実験内容を報告し、その意義を

検討するものである。情報技術を活用して地域経済を活性化する上で、地域におけるフェイス・トゥ・

フェイスのネットワーク、特に仲介者－エージェント－の存在が重要であることが浮かび上がった。

昨今、系列などの従来型の階層的な産業構造によって地域の中小企業間の横のつながりは希薄になっ

ている。そのため地域経済は外部ショックに弱い体質になり、これがセキュリティを脅かす一因にも

なっている。このような状況の中、佐賀 BMPでは、企業情報検索機能だけにとどまらず、エージェ

ントの仲介によるマッチングなどユニークな機能を導入した。その結果、エージェントを中心とした

バーチャルとリアルのネットワークの相互作用によって、短期間で企業間に信頼が形成され、継続的

な取引につながっていった。また、佐賀 BMPは、地域の様々な産業の活性化にも有効である可能性

が示唆された。

キーワード：情報技術、エージェント、地域、中小企業、信頼、ネットワーク
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はじめに

　わが国の産業構造上、中小企業の役割の重要性は論を待たない1）。しかし、昨今の長期経済停滞傾

向の中で、日本経済を底支えしてきた中小企業の経営は厳しさを増している。このままでは、地域に

おける生活、ひいてはヒューマンセキュリティの実現にも重大な影響を及ぼしかねない。

　2001年 3月に政府が打ち出した ｢e-Japan重点計画 ｣の下、全国の自治体では情報技術基盤の整備

が急速に進められている。地域の中小企業の販路拡大を目指し、企業情報の検索が可能なデータベー

スをインターネットに公開している自治体も多い。しかし、成果はこれからの段階であろう。

　では、情報技術を活用して地域経済活性化を実現するにはどうすればよいのだろうか。本稿で取り

上げる佐賀 Business Matching Place（以下、佐賀 BMP）は、2002年 1月 31日から 6月末までの 5

ヶ月間の期間限定で推進された、B2B（Business to Business）システムの実証実験プロジェクトである。

県内の機械金属加工の中小企業 57社を厳選して会員登録し、企業情報検索機能の提供だけにとどま

らずエージェントと呼ばれるコーディネータの仲介によるマッチングを導入した。また、日本語、英

語、中国語、韓国語の多言語自動翻訳機能や会員企業向けに自動受発注マッチング機能なども盛り込

んだ。

　実験の結果、自動マッチングシステムはうまく機能せず、エージェントを介したマッチングのみが

成約につながった。さらに、エージェントの活躍によって情報技術とフェイス・トゥ・フェイスの相

互作用がもたらされ、短期間で企業間に信頼が芽生え、交流が活発になった。そして、自発的な研究

会が発足し、継続的な取引につながっていったのである。

  今回は、この佐賀 BMPの実験の内容、結果を中心に紹介する。本稿が、情報技術を活用した地域

経済活性化の研究をされている方々、実務に携わっておられる方々に何かの参考になれば幸いである。

1　佐賀県の概況

　佐賀県は、東部を福岡県、西部を長崎県に挟まれた九州の北西部に位置している。北は玄界灘、南

は干潟で有名な有明海に面しており、面積は 2439平方キロメートル（全国第 42位）2） で、7市、

37町、5村から構成されている3） （図 1）。

 1）中小企業基本法では、中小企業とは、「おおむね、資本金 3億円以下又は常時雇用する従業員 300人以下の会社及び従業員
300人以下の個人企業を指す。ただし、卸売業の場合は、資本金 1億円以下又は従業員 100人以下、小売業の場合は、資本金
5,000万円以下又は従業員 50人以下、サービス業の場合は、資本金 5,000万円以下又は従業員 100人以下のもの」と定義されて
いる。1960年以降、わが国における中小企業数（非一次産業計）の割合は約 99%、中小事業所の従業者シェアは 85%以上を占
める（中小企業庁 2003, p.48）。
 2）総務省統計局（2003）、p.12を参照。原資料は、国土交通省国土地理院測図部「全国都道府県市区町村別面積調」。
 3）市町村自治研究会（2003）、p.3の「都道府県別市町村数の変遷」を参照。
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図 1　佐賀県の地図

（出所）飯盛義徳（2001a）、p.137の付属資料 2「佐賀市の位置」。

　2000年度の佐賀県の人口は、87万 6654人（全国第 42位）で、年齢別人口の割合は、年少（0～

14歳）は 16.4%、生産年齢（15～ 64歳）が 63.1%、老年（65歳以上）が 20.4%であり 4）、生産年

齢人口の割合は全国で第 40位である 5）。

　2000年度の佐賀県の県内総生産（名目）は 2兆 9071億円（全国第 43位）6）。また、就業者総数

は 43万 1457人で、第 1次産業就業者は 4万 9601人（11.5%）、第 2次産業就業者数は 11万 8528

人（27.5%）、第 3次産業就業者数が 26万 2407人（60.8%）となっている 7）。

　佐賀県では、ハウスみかん、二条大麦、海苔などの農水産業が盛んである 8）。また、有田焼、伊万

里焼、唐津焼に代表される陶磁器産業は全国的に知名度が高い。有田焼は1600年代初期から製造され、

爾来、初期伊万里様式、古九谷様式、柿右衛門様式、古伊万里金襴手様式、鍋島様式と華麗な様式美

を追求し、現在でも美しい日本文化の象徴として世界中から高く評価されている 9）。さらに、有田町

周辺では、高級美術工芸品以外に、一般家庭などで利用する台所、食卓用品や工業用の磁器も数多く

生産されていて、佐賀県の陶磁器製和飲食器の出荷額は全国第 2位である 10）。また、最近ではニュ

ーセラミックスなどの先端技術分野で活躍する企業も現れ、有田町周辺は伝統と革新が融合した産業

集積地域になっている。しかし、長引く不況、価格競争などの影響もあり、佐賀県の陶磁器関係の事

業所数、製品出荷額は年々減少傾向にあった（表 1）。

 4）総務省統計局（2001a）、p.35の第 3表「年齢（各歳）、男女別人口、年齢別割合、平均年齢及び年齢中位数（総数及び日本人）」を参照。
 5）総務省統計局（2004）、p.7を参照。
 6）内閣府経済社会総合研究所（2003）、p.125を参照。
 7）総務省統計局（2001b）、pp.156-157の第 6表「産業（大分類）、年齢（5歳階級）、男女別 15歳以上就業者数及び平均年齢（雇
用者 -特掲）」を参照。
 8）佐賀県のWebサイト「佐賀県の全国ベスト 3」<http://toukei.pref.saga.jp/php3/sugata/sugata04.php3?sessionid

=38f285d0b71b8>（2004年 2月 20日現在）を参照。
 9）飯盛義徳 (2001b)、p.143を参照。
10）経済産業省経済産業政策局調査統計部 (2001)、p.195の「第 1部 製造品に関する統計表 3.品目別、都道府県別の出荷及び
算出事業所数（従業者 4人以上の事業所）」を参照。



7

表 1　佐賀県の陶磁器関連出荷額等推移

（出所）佐賀県経済部商工課 (2003)、p.16の「主な地場産品の事業所数、

従業者数及び製造品出荷額等の推移」から作成（原資料は、佐賀県企画部

統計課『平成 13年 佐賀県の工業 -工業統計調査報告書 -』）。

　さらに、陶磁器産業に限らず、ほとんどの業種の中小企業の景況は悪化し雇用などの情勢も厳しいも

のになっており、中小企業の活性化をどのように実現するかは佐賀県全体の重要な課題になっていた 11）。

2　NetComの概要

　NetComさが推進協議会（以下、NetCom）は、佐賀銀行を中心とする産業界、佐賀県経済部、佐

賀大学などが連携し、情報技術活用による地域活性化の実現を目指して 1998年 4月に設立された任

意団体である。当初は、当時佐賀銀行会長であった田中稔氏が理事長を務め、2002年度からは新設

の会長職に佐賀県知事が就任している。

　佐賀県には西部地区を中心にテレビ放送の難視聴地域があったため、ケーブルテレビの普及率が全国的

に高かった。NetComは、佐賀新聞社にネットワークセンターを設立し、佐賀県内のケーブルテレビ各局

を光ケーブルで接続して、「NetComインフラ」と呼ばれるブロードバンドネットワークを構築した（図 2）。

図 2　ネットワーク概要図

（出所）NetCom提供資料。

  11）佐賀県経済部商工課 (2003)、p.21を参照。
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　そして、企業（SOHO、個人事業者も含む）、団体に対して、この NetComインフラをまず無償で

解放し、情報技術を活用した業務革新や、新規事業の実証実験のプロジェクトを推進した。さらに、

佐賀県内企業だけでなく、大手企業にも呼びかけて、電子商取引やデジタルコンテンツに関する実

験プロジェクトを誘致した。例えば、三菱電機情報ネットワーク株式会社は電子商取引の構築および

稼働研究、東京書籍株式会社は教育コンテンツの流通の研究実験などを行っている。1998年度から

2001年度までの実験期間中に 36法人・団体による 40の業務革新プロジェクト、23法人・団体によ

る新規事業の実験プロジェクトが推進された。これらの中には、電子自治体推進、ベンチャー起業に

つながったプロジェクトもある。

　2001年 4月、NetComは、実験の第一段階を終了し、NetComインフラの商用化を中心とする第

二段階に入った。まず、NetComインフラの拡大に取り組み、佐賀県内中小企業の電子商取引推進、

佐賀大学と大手企業の連携による IPv6を活用した先進的情報技術研究開発の支援、学校インターネ

ットに関わるプロジェクトなどを実施した。さらに、協議会としての一括予算編成を行わず、プロジ

ェクト毎に関係者が政府、自治体、企業などの助成、支援を得ながら事業を推進していく運営体制に

切り替えた。

　2002年度は、NetComインフラの広域化を一層推し進めるとともに、Gigaビットネットワーク、

高精度デジタル映像を活用した遠隔医療、遠隔教育、地元工業高校との IPv6利用研究など、先端技

術と地域との融合をはかることを目指した。そして、

・NetComさが推進協議会のビジョンは、先端の情報インフラの開発とその利用技術を結集すること

によって、ひとつの電子コミュニティをつくろうというものである

・NetComさが推進協議会の使命は、企業・団体の業務革新を推進することにより、ひいては地方自

治体、教育、ヘルスケアそして家庭といった社会全般にも恩恵が及ぶような広範で高速なコミュ

ニケーションシステムと情報サービスの構築を促進することである

というビジョンを掲げ、先進的なコンテンツをさらに充実させることを目指していた。

3　佐賀 BMPの事例

3-1　システムの概要

　佐賀ＢＭＰは、2002年 1月 31日から 6月 30日までの 5ヶ月間推進された、NetComの地域経済

活性化に関する実験プロジェクトである（図 3）。
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図 3　佐賀 BMPのWeb サイト

（出所）NetCom提供資料。

　NetComインフラの広域化事業は順調に進んでいたが、情報技術を活用した地域の中小企業の活性

化に関するプロジェクトにはほとんど成果が見られなかった。そこで、佐賀 BMPは、他の B2Bシ

ステムでは対応できないような地域密着型のサービスを提供し、佐賀県内の中小企業の新規取引先拡

大を実現するための方策の検証を行うことを目的として実験を開始した。

　佐賀 BMPのプロジェクト推進組織は、NetComが総括し、佐賀県経済部の外郭団体である財団法

人佐賀県地域産業支援センター（以下、佐賀県地域産業支援センター）、社団法人佐賀県貿易協会（以

下、佐賀県貿易協会）、株式会社佐賀銀行（以下、佐賀銀行）、株式会社佐銀ベンチャーキャピタル（以

下、佐銀ベンチャーキャピタル）がプロジェクト推進の実務を担当し、受発注のマッチングの支援を

行う「エージェント」と呼ばれるコーディネータを務めることになった。また、プロジェクトの運営

資金は、各組織・団体からの持ち寄りで捻出した。

　一般的な B2Bシステムのマッチングは、取引希望企業がWebサイトなどで登録企業を検索し、そ

の後は企業同士で商談交渉を行うというプロセスである。また先行している B2Bシステムは、でき

るだけ多くの企業の参加を目指している。それに対し、佐賀 BMPは次のような特徴があった。

●会員企業の限定

　佐賀 BMPの会員企業には、佐賀県地域産業支援センター、佐賀銀行がお互い推薦した、高度な機

械金属加工技術を有する 57社が厳選されていた（表 2）。そのほとんどは中小企業であったが、発注

の可能性もある中堅企業も数社含まれていた。また、会員企業は、ボーリング機械、ジェットポンプ

などの環境分野の機器を製造するベンチャー企業、大型機械製造を得意とする企業などで、その大半

は特注品の製造が中心であった。
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表 2　佐賀 BMP登録会員企業

（出所）NetCom提供資料。



11

●エージェントサービスの充実

　佐賀 BMPでは、エージェントと呼ばれるコーディネータ（佐賀県地域産業支援センター、佐賀銀行、

佐銀ベンチャーキャピタル、佐賀県貿易協会の担当者）が取引を仲介することで、マッチングの精度

を高めようとしていた。エージェントの主な業務には、会員企業各社の特徴を PRし、新規取引案件を

獲得する「広報・営業代行」、取引案件を適切な会員企業に紹介し、企業間の取引を仲介する「商談代行」、

各社の経営力を強化する「経営相談」などがあった（エージェントの活動内容については後述）。

●ナレッジサーバの導入

　エージェントは、株式会社 NTTデータナレッジが開発したナレッジサーバを活用して、多様な情

報を共有していた。このシステムはエージェント専用である（図 4）。

図 4　エージェント向けナレッジサーバの画面

（出所）NetCom提供資料。

　エージェントは、普段はそれぞれ異なる組織に所属していて、常に顔を会わせているわけではない。その

ため、エージェントが活動する際の多様な情報（文書やメール、その他）はナレッジサーバに蓄積し、いつ

でもお互いの意思の疎通がはかれるようにしていた。これがエージェントの工夫、発見、気づきを促した。

　ナレッジサーバの情報は、いくつかのテンプレート別に構造化されて蓄積されていて、様々な言葉

をキーワードとして横串検索することが可能であった。「企業情報」は、エージェント間で共有すべ

き企業の属性情報から SWOT分析までを網羅し、受発注案件の紹介先を判断するときに活用された。

この情報は、原則として企業が佐賀 BMPに入会するときに入力されるが、エージェントが会員企業

を訪問した時などに更新されることもあった。「企業メモ」は、企業訪問時の議事や電子メールなど

でやり取りした内容、その企業が掲載された新聞記事などが登録されていた。「活動メモ」には、発

注企業訪問の際の議事録、エージェント間ミーティングの内容などが投稿されていて、全てのエージ
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ェントの活動内容がわかるようになっていた。「案件メモ」は、案件ごとに発生からクロージングまでエー

ジェントが費やした時間や案件の難易度などを数値化していて進捗管理に役立った。「案件交渉結果メモ」は、

案件が完結した際のメモで、成約、不成約に限らず、結果に至るまでの詳細な経緯が記載されており、案

件の結果を分析するための貴重な情報源になった。さらに、「掲示板」には、エージェントが訪問した企業

の現場の様々な場面情報、感覚（例えば、工場の様子、社内の雰囲気など）も書き込みされていた。

●自動翻訳、自動受発注マッチング機能の提供

　アジア企業とのマッチングを実現するために、佐賀 BMPには、会員企業のWebサイトを自動的

に巡回して、日本語、英語、中国語、韓国語の 4ヶ国語で会員企業情報の検索、参照を可能にする多

言語自動翻訳機能があった。また日本語－英語の自動翻訳掲示板も用意されていた。

　さらに、パスワード管理された会員向けのWebサイトには、自動受発注マッチング機能が搭載さ

れていた。これは、入力された受発注情報から自動的にキーワードを検索し、会員企業間のマッチン

グを効率的に実現するためのシステムであった。

●オフ会、メールマガジンの充実

　実験期間中にオフ会が 2回開催された。オフ会には、会員企業、エージェント、システムの開発

者など、プロジェクトのほとんど全ての関係者が参加し、マッチング成功事例の分析、課題の検討、

成功のためのアクションについて建設的な意見交換が行われた。オフ会のおかげで、会員企業の佐賀

BMPへの理解がさらに深まり、エージェント、会員企業間の交流が活発になった。

　さらに、エージェントは、「佐賀☆びぃ☆えむ☆ぴぃ瓦版」というメールマガジンを実験期間中に

18回発行した。その内容は、エージェントの活動内容やマッチング状況の報告、事例研究、新規会

員紹介、訪問企業情報紹介、書籍紹介、新製品の紹介、セミナーの案内、人材募集案内などであった。

オフ会だけでは伝えきれなかった情報や、受注の成功事例などを共有し、会員企業とエージェントの

相互信頼の形成に役立てようとしていた。

3-2　エージェントの活動

　佐賀 BMPの最大の特徴は、エージェントと呼ばれるコーディネータを介してのマッチングに取り

組んだことである。エージェントは、佐賀県地域産業支援センターの職員 2名（両兼任）、佐賀銀行

から 2名（専任、兼任）、佐銀ベンチャーキャピタル、佐賀県貿易協会からそれぞれ 1名（両兼任）

の計 6名で構成されていた。原則として 2人 1組で活動し、中でも佐賀県地域産業支援センター、

佐賀銀行のエージェントが中心的な役割を果たした。佐賀県地域産業支援センターのエージェントは

会員企業の技術力、設備の状況に詳しい技術の専門家であった。佐賀銀行のエージェントは、企業情

報を駆使した経営コンサルティング能力に長けていた。新規事業に関しては佐銀ベンチャーキャピタ

ル、海外取引は佐賀県貿易協会のエージェントが担当した。

　エージェントを介したマッチングの仕組みはユニークである（図 5）。
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図 5　マッチングの仕組み

（出所）NetCom提供資料。

　佐賀 BMPのWebサイト上の発注問い合わせフォーム経由で書き込みが寄せられたとしよう。す

ると、その内容はすぐに全てのエージェントに電子メールで配信される。この時点では会員企業には

何の連絡もなされない。そして、ナレッジサーバに蓄積された情報を参考に、まずエージェントだけ

のメーリングリストで問い合わせの技術的内容、マッチング対象企業の議論が行われる。込み入った

場合はフェイス・トゥ・フェイスのミーティングを開催し、必要があればエージェントが発注企業を

訪問して内容の確認をする。そしてエージェント間の意思統一を行い、適切と思われる会員企業に案

件を紹介する流れである。なお、案件紹介も、多くの場合はフェイス・トゥ・フェイスで行われた。

そして、マッチングの失敗事例も含めて、これらエージェント活動の一連の電子メールや文書、書き

込み内容は全てナレッジサーバに蓄積され、エージェント全員に共有された。実験期間中にエージェ

ントによって蓄積された情報は、企業情報、企業メモ、活動メモ、案件メモ、掲示板発言など多岐に

わたり、合計で 424件に達している（表 3）。

表 3　ナレッジサーバへ登録された情報

（出所）NetCom提供資料より作成。
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　これらの情報は、エージェントのコーディネート活動における大切な行動指針になった。そして、

コーディネート活動やエージェント同士の議論のたびに情報が加えられ、常に編集され、それがまた

新しい行動指針を生み、実践につながるという好循環が形成されたのである。

　また、佐賀BMPのPR、受注のための営業活動もエージェントの重要な任務である。エージェントは、

会員企業を頻繁に訪問し、特に発注可能な中堅企業に対しては佐賀 BMPを通じての発注を繰り返し

お願いした。さらに、会員外企業に対しては、九州各県、関東地区まで活動範囲を拡大し、37の企業、

業界団体に営業活動を行った（表 4）。

表 4　エージェントが訪問した会員外企業・団体

（出所）NetCom提供資料より作成。

　訪問時には、佐賀 BMPの仕組み、利用方法の説明、会員企業の情報提供などを行い、会員企業が

厳選された優良企業ばかりであることをアピールした。そのため会員企業の信頼が増幅された。また、

現在の発注状況、既存の発注企業、発注条件をヒアリングし、佐賀 BMPへの発注を依頼した。これ

ら訪問活動で得た情報も全てナレッジサーバに蓄積し、エージェントのコーディネート活動に活用す

ると同時に、会員企業にも最新技術、市場動向としてメーリングリストやオフ会で報告した。

　さらに、エージェントは、全ての会員企業を訪問して、システムの積極的な利用を必ずお願いして

いた。あわせて、Webサイト開発や、掲示板や電子メーリングリスト活用による受注活動について

のコンサルティングも行っていた。

3-3　実験の結果

　2002年 6月、佐賀BMPの実験は終了した。期間中のWebサイトへのアクセスは、6324件であった。

多言語自動翻訳機能には 63件のアクセスがあったが、受注にはつながらなかった。また、自動翻訳

掲示板には 4件の発言しかなかった。これは、海外企業への PR不足が原因とエージェントは考えて

いた。会員企業間の自動受発注マッチング機能の利用は 6件と低調であった。特注品製造の場合、特

殊なキーワードが 500以上もある。そのため検索システムがうまく機能しなかったのではないかと

エージェントは分析していた。
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　実験終了時点での受注成約は 7件、成約見込みが 4件という成果だった。成約金額は、50万円未

満が 5件、50万円から 100万円が 1件、約 500万円が 1件であった。成約した案件の中には、福岡

県や神奈川県など県外企業からのものもあり、その全てがエージェントを介したものであった（表 5）。

表 5　マッチングの状況（一部）

（出所）NetCom提供資料より作成。☆は佐賀 BMPの会員企業。なお、発注企業名、受注企業名は伏せている。

　一番注目すべき成果は、会員企業間に新たな関係性が芽生え、自発的な研究会の発足、継続取引に

つながっていったことである。当初、会員企業は、親会社や系列企業などそれぞれ独自の取引先を持ち、

同業種、近隣の企業同士でも交流はほとんどなかった。このような状況の中、エージェントは、まず、

会員企業の訪問、情報収集、会員企業の紹介、会員外企業への営業活動、メーリングリストによる情

報提供などの活動を行った。コミュニケーションは、一部、エージェント－会員企業間があるものの、

エージェント－エージェント間が中心であり、会員企業間のコミュニケーションはあまりなかった。

　次に、エージェントは、発注可能な企業に対して、佐賀 BMPに発注を出すように何度もお願いし、

情報技術、フェイス・トゥ・フェイスを駆使したコーディネート活動によって、会員企業同士の取引

のマッチングに成功した。同時に、会員企業同士の交流を深め、佐賀 BMPのシステムをより理解し

てもらうためにオフ会を開催した。

　次の段階で、エージェントは会員外企業とのマッチングを目指した。この段階になると、エージェ

ントのコーディネート活動、オフ会、受発注の取引、メーリングリストなどによって会員企業間のコ

ミュニケーションが徐々に活発になり、マッチング事例や最新の技術情報が共有されていった。そし

て、技術力向上に対する会員企業の意欲が高まり、いくつかの研究会が開催されるようになった。例

えば、オフ会において 3次元 CADの有効性の報告がなされると、会員企業の関心が高まり、ある発

注企業がリーダーとなって 3次元 CAD研究部会が発足した。また、同じ発注企業が中心となって、
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大手企業も参加する技術研究会が自発的に行われるようになった。これらの研究会によって会員企業

の技術力が向上するとともに、エージェントのコーディネート活動の支援によって会員外企業とのマ

ッチングにも成功するようになった。

　さらに、受発注という経済的交換と、研究会という社会的交換の相互作用の中で、企業ネットワー

クの核となるリーダー的な企業が誕生し、会員企業間に信頼が芽生え、継続的な取引につながってい

くという好循環が短期間に形成されたのである（図 6）。

図 6　会員企業の関係性変化のプロセス

　オフ会に参加した 15社へのアンケートによると、エージェントが必要かという問いに、11社が「必

要」、４社が「必要な場合もある」と答え、「不必要」、「どちらともいえない」と回答した企業はなか

った。さらに、エージェントにどのような活動を期待するかという問いには、「受発注活動」8件、「情

報収集活動」9件、「企業コンサルティング活動」7件、「情報技術支援活動」2件の要望があった。

　また、エージェントからは以下の感想が寄せられている。

●マッチングの迅速性

　情報技術の活用で、発注案件の入手から、受注企業への情報提供、紹介までの時間が短縮でき、ビ

ジネスチャンスが拡大した。エージェントが県外企業を訪問し、それが発注情報につながり、移動中

に電子メールで議論してそのまま会員企業を訪問し、3日後にはマッチングが完了した事例もあった。

●対外的信頼の付与

　佐賀 BMPを主催する NetComのトップが佐賀県知事であり、佐賀 BMPの会員企業が厳選された



17

企業ばかりであることから、発注企業から見ると佐賀 BMP自体の信頼性は高かった。そのため各社

単独では営業が難しかったような大企業との接触、交渉ができるようになった。

●最新情報の提供と技術力の向上

　佐賀 BMPのエージェントとして大手企業を訪問することにより、最新の業界、技術動向、設備の状

況などが入手できた。これが会員企業にとって貴重な情報になり、高度な技術への挑戦意欲を高め、生

産の効率化やコストダウンへの取り組みがはじまった。そして、新たな受注に挑戦する意欲も高まった。

4　佐賀 BMPの可能性と課題

　佐賀 BMPでは、ハイテクを駆使した自動マッチングシステムはうまく機能せず、情報技術とフェ

イス・トゥ・フェイスによるエージェントの地道なコーディネート活動を通じたマッチング案件のみ

が成約につながった。Nohria and Eccles（1992）は、情報技術のネットワークにおいてもフェイス・

トゥ・フェイスのインタラクションが不可欠であると論じている。正しく、エージェントは、会員企

業間の取引、交流や情報技術の利用を後押しし、佐賀 BMPにおけるバーチャルとリアルのネットワ

ークの結束点としてその相乗効果をもたらした。そして、短期間で会員企業間の信頼形成、新しい関

係性の構築を実現し、研究会などの会員企業の協働、継続取引につながっていった。人や企業の集積

度が低い地域においては、ネットワークにおける弾みの機能を果たしたエージェントの存在価値は大

きいと言えよう。

　このエージェントを核とした佐賀 BMPのスキームは、実験に参加した機械金属加工業界のみなら

ず、他の業界、例えば陶磁器産業などの地場産業にも効果があるのではないだろうか。

　また、エージェントの活動はルーチンワークではない。マッチングにおいては、様々な不確実性や

多義性に対処しなければならず、エージェントの育成は難しいと思われる。佐賀 BMPでは、ナレッ

ジサーバに蓄積された情報がエージェントの行動指針になり、それが編集され、新しい行動指針、実

践を生んでいった。すなわち、佐賀 BMPのシステム自体がエージェントの育成システムとして有効

である可能性を示している。さらに、ナレッジサーバによる情報の共有が契機となって、エージェン

トを中心とした効果的な産官協働につながったことにも注目すべきであろう。

　もちろん、佐賀 BMPの実用化には克服すべき課題も多い。國領（1999）は電子商取引における信

頼形成には、技術による解決、法的な秩序による解決、コミュニティ内における評判形成による解決、

プラットフォーム・ビジネス 12）の仲介による解決の 4つがあり、どれを重視するかでビジネスモデ

ルの設計が変わってくると論じている。佐賀 BMPは、このプラットフォーム・ビジネスの仲介によ

る解決に分類されるが、複数のエージェントが関わるモデルのためシステムの運営コストが重くのし

かかる。

　オフ会に参加した会員企業は、会費制やマッチング金額に応じた課金を中心とした有料化に一定の

理解を示している（表 6）。しかし、会費や課金だけで運営コストを全て賄うことは難しい。ビジネ
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スモデルの検討が不可欠である。

表 6　有料化に関するアンケート結果（回答数 15）

（出所）NetCom提供資料より作成。

　エージェントの処理能力が佐賀 BMP全体のボトルネックになってしまうことにも対策が必要だ。

海外企業とのマッチングが不発に終ったのも、このエージェントのコーディネート活動の制約による

ものと考えられる。今後、フェイス・トゥ・フェイスのコーディネート活動と情報技術の効用のバラ

ンスをどのように図るのか、エージェントの組織や活動内容を再考しなければならないだろう。

　また、エージェントのコーディネート活動が行き過ぎてしまうと、会員企業が本来所有すべき受注、

営業の能力を損なう危険性もある。エージェントの活動と、会員企業の自主的事業活動との兼ね合い

も勘考しなければならない。

　さらに、これから佐賀 BMPの価値を高めていくためには、大学との連携を実現し、共同研究、共

同開発にも取り組むべきだろう。

5　発展を目指して

　上述の可能性と課題を踏まえ、佐賀 BMPは 2004年度からの実用化を目指して次のステップを踏

み出した。まず、運営組織として、佐賀銀行のエージェントが中心となって新しく任意団体を設立す

る計画である。

　また、効用が評価されたエージェントを中心とするスキームをさらに発展させていくために、佐賀

BMPの広域化にも取り組んでいる。すでに、福岡県、長崎県、両県の地方銀行にエージェントの参

加をお願いし、各銀行からは内諾を得ている。今後は、各地のエージェントから会員としてふさわし

い企業を推薦してもらい、情報技術とフェイス・トゥ・フェイスによるコーディネート活動を通じて、

広域化と地域密着を両立できる B2Bシステムの実現を目指していく。

　そして、一定の成果を得た後、次のステップで、資金決済機能の導入、共同受発注機能の充実、会

費徴収、ASP展開などの収益モデルの検討に入る予定である。佐賀 BMPは地域経済活性化の起爆剤

 12）國領 (1995)は、取引を仲介する電子市場をプラットフォーム・ビジネスと称し、「①取引相手を探索する、②信用（情報）
を媒介する、③取引の経済価値を第三者的に評価する、④標準的取引手順を提供する、⑤物流など関連の諸機能を統合する」
(p.149)という機能を提供するとしている。
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になりうるのか。これから正に真価が問われる。

最後に

　佐賀 BMPは、一地域で行われたあくまで実験プロジェクトである。期間が短く、データも少ない。

そのような制約はあるものの、実験の結果は、情報技術を活用して地域経済活性化に取り組む上で何

らかの示唆を与えてくれるのではないだろうか。

　佐賀 BMPは、エージェントの産官連携が実現できたからこそ一定の成果があったものと思われる。

その意味では、母体である NetComという産官学連携組織の存在が大きい。佐賀 BMPの導入に際し

ては、NetComが場となって、地域の資源の再確認、対象となる産業・企業の選択、エージェントの

組織化、活動内容などが決定された。今後、情報技術を活用して地域経済活性化を目指す場合には、

NetComのような場を設定する、アーキテクトとしての視点をもったリーダーが希求されていくだろ

う。

　本稿では、佐賀 BMPの実験概要、結果を中心とした事例の紹介を行った。今後は、この成果に加

えて、各地でのフィールドワークを実施し、エージェントの役割、情報技術とフェイス・トゥ・フェ

イスのネットワークにおける相互作用のメカニズムの検証を重ねていく。
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投稿要領
2004年 2月 25日改訂

1.（シリーズの目的）　当ワーキングペーパーシリーズは、文部科学省 21世紀 COEプログラム「日本・
アジアにおける総合政策学先導拠点̶ヒューマンセキュリティの基盤的研究を通して」の趣旨に沿って
行われた研究成果をタイミングよく一般に公開するとともに、それに対して幅広くコメントを求め、議
論を深めていくことにあります。このため編集委員会は、同プログラム事業推進担当者 29名（以下
COE推進メンバーという。当 COEウエブページに氏名を掲載）またはその共同研究者等（下記の 4を
参照）による積極的な投稿を期待しています。なお、当 COEの研究領域や研究内容等はウエブページ（本
稿末尾）をご参照ください。

2.（集録論文の性格）　シリーズに集録する論文は、原則として日本語、英語、または中国語で書かれた
論文とします。集録対象は、単に未発表論文だけでなく、学会報告済み論文、投稿予定論文、研究の中
間報告的な論文、当 COE主催ワークショップ等における報告論文、シリーズの趣旨に合致する既発表論
文（リプリント）など、幅広いものとします。集録論文のテーマは比較的広く設定しますが、上記趣旨
に鑑み、原則として総合政策学ないしその方法論、あるいはヒューマンセキュリティに関連するものと
します。このため、論文主題ないし副題、あるいは論文概要においてそれに関連する旨が何らかのかた
ちで記載されている方がより望ましいと考えます。

3.（投稿の方法）　投稿は、論文の文書ファイル（図表等が含まれる場合はそれらも含めて一つのファ
イルにしたもの）を電子メールによって下記にあてて送信してください。文書ファイルは、原則として
MS-Wordまたは LaTeXで書かれたものとします。後者による場合には、既刊ワーキングペーパーの様
式に準じて作成していただき、そのまま印刷できる様式のもの（camera-ready manuscript）をご提出く
ださい。なお、投稿の締切り期限は特に設けず、随時受け付けます。

4.（投稿資格）　当 COE推進メンバーおよび慶應義塾大学湘南藤沢キャンパスの専任教員は直接投稿で
きるものとしますが、それ以外の共同研究者あるいは当 COEリサーチアシスタント等は必ず当 COE推
進メンバーを経由して投稿してください。この場合、経由者となる COE推進メンバーは、論文の内容や
形式等を十分に点検するとともに必要な修正を行い、責任が持てる論文にしたうえで提出してください。
なお、投稿論文は共同研究者として修士課程学生や学部学生を含む共著論文であってもかまいません（た
だし学部学生は第一著者にはなれません）。いずれの場合でも、投稿論文の著者（複数著者の場合はその
うち少なくとも１名）は博士課程在籍中の学生またはそれ以上の研究歴を持つ研究者（当 COE推進メン
バーおよび慶應義塾大学湘南藤沢キャンパスの専任教員はこれに含まれる）であることを条件とします。

5.（論文査読の有無）　シリーズの趣旨に鑑み、一般の学術専門誌のような論文査読は行わず、できるだ
け幅広く集録してゆく方針です。ただし、シリーズの趣旨に合致する論文とは言いがたいと編集委員会
が判断する場合には、当該論文の採録を見送る場合があります。また編集委員会は、掲載するうえで必
要な改訂（体裁その他の点）をお願いすることがあります。編集委員会が投稿原稿を受理した場合、通
常 10日以内に必要な改訂の有無を執筆者に電子メールで直接ご連絡します。なお、集録が決定した場合、
鮮明な印刷原紙作成のために図表等の原データ（たとえば Photoshop EPSなど）の提出をお願いする場
合があります。

6.（投稿料・原稿執筆料）　投稿料は不要です。一方、原稿執筆料は支払われません。集録論文の著者に
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は当該ワーキングペーパーを原則として 20部進呈いたします（それ以上の場合も相談に応じます）。

７.（著作権）　ワーキングペーパーの著作権は、当該論文の執筆者に帰属します。

８.（公開方法）　本シリーズに含まれる論文は、編集委員会が統一的な様式に変換したうえで冊子体に
印刷して公開します（既刊論文をご参照。なお提出原稿にカラー図表等が含まれていても構いませんが、
それらは冊子印刷に際しては全てモノクロとなります）。またウエブ上においても、原則としてすべての
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は 250字～ 400字程度、英文論文の場合は 150語程度）を目安とし、単に論文の構成を記述するのでは
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語に加え、英語または日本語でも付けること。
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